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保健医療サービスに対する仮想評価法

（Contingent Valuation Method）

本邦研究のレビューと海外研究の概要
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保健医療サービスの便益を測定する手段として，仮想評価法（contingent valuation method,
CVM）が知られる。仮想評価法は，アンケート調査を用いて，仮想的な市場を描いたシナリオ

の下でのサービスに対する被験者の支払意思額（Willingness to Pay, WTP）を推定する手法であ

る。われわれは本稿において，保健医療サービスの仮想評価法に関するこれまでの海外研究を概

説し，本邦研究のレビューを行った。MEDLINE, EconLit，医学中央雑誌を用いて検索された本

邦研究14編（英文 5 編，和文 9 編）について，アンケート調査の方法，仮想的シナリオに含むべ

き情報，支払意思額の質問形式，仮想評価法に特異的なバイアスの問題，妥当性・信頼性，事後

評価・事前評価，利他的支払意思，非健康価値，以上の 8 項目を検証した。本邦研究では，１仮

想的シナリオに含むべき情報が十分でない研究がある，２バイアスの存在や対処法を実証した研

究はない，３妥当性は一部検証されているが，信頼性のテストは実施されていない，４すべて事

後的利用者基盤評価である，５利他的支払意思や非健康価値は十分に検討されていない，ことが

明らかとなった。仮想評価法は，その様々な利点を勘案すれば，他の経済評価手法を補完しうる

有力な分析ツールになりうると考えられる。本邦において，仮想評価研究はまだその端緒が開か

れたばかりである。多くの保健医療従事者に仮想評価法が活用され，本邦の医療経済研究がさら

に活性化されることが期待される。

Key words：仮想評価法，支払意思額

Ⅰ 緒 言

保健医療サービスの経済評価は，投入される費

用と産出されるアウトカムを定量化し分析するこ

とを主眼とする。複数の保健医療プログラムにつ

いて費用とアウトカムを比較する完全な経済評価

には，費用最小化分析（cost minimization analy-

sis, CMA)，費用効果分析（cost eŠectiveness analy-

sis, CEA），費用効用分析（cost utility analysis,

CUA），費用便益分析（cost beneˆt analysis, CBA）

の 4 種類が知られる1)。

CEA/CUA は費用を貨幣価値，アウトカムを

種々の健康結果で定量化する2)。一方 CBA は，

費用とアウトカムの双方を貨幣価値に換算する手

法である。CBA は CEA/CUA よりも幅広い視野

をもっている。CEA/CUA が健康結果について

の生産効率（productive e‹ciency）に関する情報

を提供するに過ぎないのに対し，CBA は費用と

アウトカムが同じ単位（貨幣価値）で表されるた

め，政策決定者に配分効率（allocative e‹ciency）

に関する資料をも与えうる1)。

しかし現在，保健医療サービスの経済評価の主

流は CEA/CUA である。CBA は，環境経済学や

公共事業の政策評価といった分野では古くから適

用されている3)。しかし CBA の保健医療サービ

スへの適用は，CEA/CUA と比較してかなり遅

れをとった。その理由のひとつとして，健康結果

を金銭に換算して表示するという操作に対し，保
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健医療従事者の間にある種の拒否反応が従来から

あったことが推測される。Weinstein らの著書に

以下のような記述がある4)。「費用便益分析の短

所は，生命・生活の質を金銭で評価する必要があ

る点である。多くの意志決定者は，そのような価

値判断に基づく分析を，困難であり，非倫理的で

あり，信頼するに足りないと考えている。」

もうひとつの理由は，便益の測定値そのものに

対する批判である。便益の測定手段として人的資

本法（ human capital method )5,6)や顕示選好法

（revealed preference）がある。人的資本法は，低

所得層の便益が不当に低く評価されるといった批

判を免れない7)。顕示選好法には，賃金危険法

（wage-risk method )8)，旅行費用法（ travel cost

method )9,10) ， 回 避 行 動 法 （ averting behavior

method)11)などがあるが，いずれもその適用範囲

はきわめて限定的である。

しかしながら，便益評価研究をめぐる上記のよ

うに困難な状況は，仮想評価法（contingent valu-

ation method, CVM）の登場によって次第にその

様相を変貌させた。CVM とは，自由主義市場で

は取り引きされない財・サービスの経済的価値を

評価するために，アンケート調査を用いて，仮想

的な市場を描いたシナリオの下での当該財・サー

ビスに対する被験者の支払意思額（Willingness to

Pay, WTP）を質問する，という手法である。被

験者の表明選好（stated preference）を定量化す

る技法であり，厚生経済学に依拠した理論的にき

わめて正当なアプローチである。すなわち，財・

サービスの価値を最終的に判断するのは消費者自

身であるという消費者主権主義を根本原則とし，

各消費者の便益の総体が社会的厚生を形づくる，

という至って合理的な考え方に基づいている12)。

環境経済学における CVM の歴史は古い13)。

CVM の概念は 1947年にすでに提唱されてお

り14)，最初に刊行された実証研究は1963年であっ

た15)。CVM が社会的に脚光を浴びる契機となっ

たのは，1989年にアラスカ沖で発生した原油タン

カー「バルディーズ号」座礁事故である。北極海

に流出した原油によって壊滅的な打撃を被った原

生自然や稀少動物などの生態系に対する環境経済

評価に，CVM が用いられた16)。

CVM が環境経済学から医療経済学に移入され

たのは1980年代初頭であるが，研究が本格的に活

発化するのは1990年代後半以降である。Smith に

よるレビューによれば，英文 peer-reviewed jour-

nal に掲載された保健医療分野における CVM 研

究の原著論文数は，1990年以前は11編，1991～

1996年に32編，1997～2001年には68編となってお

り17)，さらに以降も増加傾向にある。

研究論文数を国別にみると，前掲 Smith によ

るレビューによれば，2001年までの111編中，米

国が40編，英国が25編，スウェーデンが14編，カ

ナダが 9 編，その他が23編となっている17)。

保健医療サービスの CVM 研究は海外におい

て次第に蓄積され，複数のレビュー論文もすでに

刊行されている17～24)。

では，本邦における保健医療サービスの CVM

研究は，今日いかなる状況に置かれているのか。

本研究の目的は，１これまでの海外における

CVM 研究の発展および現状を概説しつつ，本邦

における保健医療サービスの CVM 研究をレビ

ューすること，２本邦研究の現状を認識した上

で，今後の本邦における CVM 研究の発展可能

性について考察すること，の 2 点である。

Ⅱ 本邦における保健医療サービスの CVM
研究に関する文献検索

本邦の保健医療サービスについて，CVM を用

いた WTP 測定による便益評価を実施した原著論

文を，英文・和文ともに検索した。保健・医療・

介護以外の公共サービスや環境問題に関する研究

は除外した。

医学文献データベース MEDLINE において，

キーワードに `contingent valuation' `willingness to

pay' を入力したところ，1966年から2006年 4 月

現在までに726編がヒットした。経済学文献デー

タベース EconLit において，まず検索フィールド

を‘All Text’に指定してキーワードに‘contin-

gent valuation’を入力し，さらに‘Geographic

Descriptor’に指定して‘Japan’を入力し，それ

らを AND 検索したところ，1960年以降2006年 4

月現在までに29編が検索された。検索結果につい

て，Authors, Institution, Title, Source, Abstract の

すべてを手掛かりに，該当文献を抽出したところ，

5 編25～29)にまで絞り込まれた。

医学中央雑誌文献データベースを用い，キー

ワードに「仮想評価法，仮想市場法，支払意思
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表１ 本邦における保健医療サービスの仮想評価研究

Ref. 著者，出版年 評価対象となる保健医療サービス 対象者数（対象者層)

25 Yasunaga et al., 2006 急性疾患（風邪，網膜剥離，心筋梗塞）の治療 795（一般市民）

26 Tamaki et al., 2004 歯科定期検診 5,132（患者）

27 Tsuji et al., 2003 在宅健康管理システム 348（利用者）

28 Kitajima, 1999 介護保険 871（一般市民）

30 Tamura et al., 1998 感染症に対する予防接種 321（一般市民）

31 角谷ら，2004 花粉症治療 645（患者）

32 伊藤ら，2003 在宅健康管理システム 794（利用者）

33 辻ら，2002 在宅健康管理システム 492（利用者）

34 武村ら，2002 胃がんペプシノゲン検診 176（利用者）

35 樋田ら，2002 老人保健法に基づく機能訓練教室 463（利用者）

36 武村ら，2001 がん検診（胃，肺，大腸，子宮，乳がん） 357（一般市民）

37 新，2001 がん検診 188（看護学生）

38 杉村，2000 非イオン性造影剤による副作用のリスク軽減 204（患者）

39 楊ら，2000 心臓移植 85（医学生）
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額，支払意志額，contingent valuation, willingness

to pay」を入力して，原著論文に絞込検索を行っ

た。1983年から2006年 4 月現在までに13編（この

うち 1 編30)は英文，12編31～42)は和文）が検索さ

れた。

あわせて18編のフルテキストを入手した。英文

文献のうち 1 編29)は，先行和文文献34)と同じ対象

と方法であったため，これを除外した。和文文献

のうち 3 編40～42)は他文献32,34,38)と大部分が重複し

ているため，これらを除外した。なお，同一の研

究グループによる同一のテーマ（在宅健康管理シ

ステム）に関する研究が 3 編27,32,33)あったが，対

象と方法が一部の重複を除いて異なるため，個別

の研究と見なした。最終的に分析対象となった本

邦における保健医療サービスの CVM 研究14編

（以下，本邦研究）の概略（著者名，出版年，対

象となる保健医療サービス，対象者数・対象者

層）を表 1 に示す。

CVM 研究は，アンケート調査の方法，およ

び，仮想的シナリオの内容とそれに引き続く

WTP の質問形式によって，研究の質そのものが

大きく左右される。環境経済学の分野では，

CVM 研究に関する具体的なガイドラインが，米

国商務省国家海洋大気管理局（National Oceanic

and Atmospheric Administration, NOAA）によっ

て作成されている（NOAA ガイドライン)43)。

NOAA ガイドラインをそのまま保健医療サービ

スの CVM 研究に当てはめることはできない

が，部分的には参考になりうる44)。先行レビュー

論文17～24)等をもとに，保健医療サービスの

CVM 研究に当たり留意すべき基本的な検討項目

として，以下の 8 項目を挙げることとする：１ア

ンケート調査の方法，２仮想的シナリオに含むべ

き情報，３ WTP の質問形式，４ CVM に特異的

なバイアスの問題，５妥当性と信頼性，６事後評

価と事前評価，７利他的支払意思，８非健康価

値。Ⅲ～Ⅹ章では，上記 8 項目について海外研究

の成果を紹介しつつ，本邦研究における当該項目

の検討状況を解説する。なお，本邦研究の概略を

表 2 に示す。

Ⅲ アンケート調査の方法

CVM ではアンケート調査が実施されるため，

アンケート調査に関する一般的な事柄（サンプリ

ング，回収率など）について十分な注意を払わな

ければならない。

一般に，面接調査法が最も推奨されると考えら

れるが，インタビューアー・バイアス（ inter-

viewer bias）や追従バイアス（compliance bias）

の発生が危惧される。郵送調査法は一般に回収率

が低く，自己選択バイアス（self-selection bias）

も懸念される。インターネット調査法は，イン

ターネット利用者が比較的若年層に偏っているな

どの解決困難な問題がある45)。2001年までに刊行
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表２ 14文献における各項目の検討状況

Ref. 著者，出版年 アンケート方法 質問形式 バイアス等の可能性 妥当性の検証

25 Yasunaga et al., 2006 インターネット法 PC 範囲バイアス，戦略バイアス 理論的妥当性

26 Tamaki et al., 2004 郵送法 PC 範囲バイアス，戦略バイアス なし

27 Tsuji et al., 2003 面接法 BG 初期値バイアス，戦略バイアス 理論的妥当性

28 Kitajima, 1999 郵送法 SBDC 受容バイアス なし

30 Thmura et al., 1998 郵送法 BG 初期値バイアス，戦略バイアス なし

31 角谷ら，2004 郵送法 PC 範囲バイアス，戦略バイアス なし

32 伊藤ら，2003 面接法 DBDC 受容バイアス なし

33 辻ら，2002 郵送法 PC 範囲バイアス，戦略バイアス なし

34 武村ら，2002 集合法 SBDC 受容バイアス，シナリオの情報不足 なし

35 樋田ら，2002 郵送法 PC 範囲バイアス，戦略バイアス，シナ

リオの情報不足

理論的妥当性

36 武村ら，2001 郵送法 OE implied value cues，戦略バイアス，

シナリオの情報不足 なし

37 新，2001 集合法 PC 範囲バイアス，戦略バイアス，シナ

リオ伝達ミス

なし

38 杉村，2000 面接法 BG 初期値バイアス，戦略バイアス 理論的妥当性

39 楊ら，2000 面接法 OE, BG 初期値バイアス，戦略バイアス 収束的妥当性

OE: open-ended method（自由回答法），PC: payment cards（支払カード法），BG: bidding game（競りゲーム法），

SBDC: single bound dichotomous choice（一段階二肢選択法），DBDC: double bound dichotomous choice（二段階二

肢選択法）

* 14文献のうち，信頼性の検証を行なった研究は無い。

** 14文献はすべて事後的利用者基盤評価であり，利他的支払意思・非健康価値を測定した研究は無い。
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された CVM 研究111編のうち，面接調査法が41

編，郵送調査法が23編，電話調査法が12編，その

他の調査法が29編，不明が 6 編であった17)。一

方，本邦研究14編のうち，面接調査法が 4 編，郵

送調査法が 7 編，集合調査法が 2 編，インターネ

ット調査法が 1 編であった。（表 2）

Ⅳ 仮想的シナリオに含むべき情報

評価対象となる保健医療サービスの具体的な内

容，有効性およびリスクに関する情報等につい

て，被験者に十分に説明し，理解が得られなけれ

ばならない。サービスの消費者が，サービスに関

する情報を十分に与えられない場合，経済的な価

値を正しく評価することは期待できない。とくに

有効性に関する情報（死亡率減少効果や QOL 改

善効果など）は，当該サービスに対して金銭的価

値付けを行う際に鍵となる重要な情報である。

Whynes らは，大腸がん検診の WTP を質問す

る際，複数の無作為比較試験によって示された死

亡率減少効果を明示している46)。Greenberg ら

は，経皮的冠動脈インターベンション治療の

WTP を質問するに当たり，術後再狭窄の抑制率

を提示している47)。Olsen and Donaldson は，あ

る地域で年間260回出動するヘリコプターによる

救患搬送の便益を CVM により測定する際，ヘ

リコプター搬送は救急車搬送と比較して年間 5 人

だけ多く救命できるという実証研究データを明示

している48)。

いくつかの本邦研究は，仮想的シナリオに含む

べき情報量が不足している。樋田らによるリハビ

リテーション（機能訓練教室）の WTP 測定にお

いては，当該サービスの有効性に関するデータは

示されず，いかなる結果について被験者が金銭的

価値付けを行っているのか明らかでない35)。武村

らによる胃がんペプシノゲン検診の WTP 測定に

おいては，胃がん発見率に関するデータは示され

ているものの，偽陽性・偽陰性についての説明，

胃がん死亡率の減少効果など有効性に関するデー

タは提示されなかった34)。また，武村らによるが

ん検診（胃・肺・大腸・子宮・乳がん）の WTP

測定においては，各がん検診の検査項目が示され

ているものの，有効性に関するデータは提示され



822822 第53巻 日本公衛誌 第11号 平成18年11月15日

なかった36)。

Ⅴ WTP の質問形式

WTP の質問形式として，以下の 4 つがある。

自由回答法（open-ended method）は，評価対

象となる保健医療サービスに対して，「あなたは

いくら支払ってもよいですか」という質問に引き

続き，回答者に自由に金額を記入してもらう方法

である。

支払カード法（payment cards）は，複数の金

額の選択肢を提示し，回答者にひとつだけ選択し

てもらう方法である。

競りゲーム法（bidding game）は，最初にある

金額を提示し，その金額を支払うことに賛成か反

対かをたずね，回答者が賛成と答えた場合は次に

より高い金額を，反対と答えた場合はより低い金

額を提示し，それを複数回繰り返す方法である。

二肢選択法（ dichotomous choice, discrete

choice, binary method, take-it-or-leave-it）は，対

象者をいくつかのサブグループに分け，各サブグ

ループに異なる金額を提示し，当該金額でサービ

スを受ける意思の有無を Yes/No 形式で問う方法

である。消費者の日常的な購買行動に最も近い状

況を設定した質問といえる。一段階二肢選択法

（single bound dichotomous choice）は，「X 円を支

払ってもよいと思いますか」という質問を 1 回だ

け行う。二段階二肢選択法（ double bound

dichotomous choice）では，1 回目の金額表示に対

して賛成と答えた者には 2 回目により高い金額

を，反対と答えた者にはより低い金額を提示す

る。二肢選択法では，個々の回答者の具体的な

WTP 値は明らかにされず，サンプル全体の

WTP の代表値（中央値・平均値）をノンパラメ

トリック法およびパラメトリック法によって統計

学的に推定する49,50)。

やや古いデータだが，Smith によれば1998年ま

で刊行された50編における WTP の質問形式は，

自由回答法が10編，支払カード法が11編，競り

ゲーム法が13編，二肢選択法が16編であった51)。

本邦研究14編においては，自由回答法が 2 編，

支払カード法が 6 編，競りゲーム法が 4 編，二肢

選択法が 3 編であった（重複あり）。（表 2）

自由回答法は，回答者にとっては負担が大きい

ため，無回答・抵抗回答が発生しやすいという問

題がある。支払カード法・競りゲーム法は，次項

で述べる「回答の手がかりとなる情報によるバイ

アス」および「戦略バイアス」の危険がある。二

肢選択法は，上記の各問題とは無縁である。

NOAA ガイドラインでは，二段階二肢選択法

を推奨している43)。しかし二肢選択法は，他の質

問形式と比べて多くのサンプル数を要する。また

二肢選択法は，異なる金額を複数のサブグループ

に提示する必要があるが，その際にランダム・サ

ンプリングを行うことが理想である。武村らによ

る研究では，サブグループ間に世帯収入の偏りが

あり，高い提示額を提示したサブグループの平均

年収が有意に高かったために，ノンパラメトリッ

ク法における受諾率曲線が単調減少にならなかっ

た34)。

Ⅵ CVM に特異的なバイアスの問題

CVM による WTP 測定は数多くのバイアスに

さらされる危険を内包しており，バイアスをいか

にコントロールできるかが研究の質を大きく左右

する。サンプリングやアンケート調査方法に起因

するバイアスの他に，CVM に特異的なバイアス

として，シナリオや質問形式に起因するバイアス

が存在する。これらは，以下のように類型化でき

る20)。

1 . 回答の手がかりとなる情報（ implied

value cues）によるバイアス

仮想的シナリオの中に回答の手がかりとなる金

額が存在する場合，WTP はその金額に影響を受

ける。すでに有料で提供されているサービスであ

る場合，現状における自己負担金額をシナリオの

中に含めてしまうと，回答者の WTP はその金額

に強く影響をうける。Johannesson らは，高血圧

治療の WTP を自由回答法でたずねるシナリオの

中に現行の自己負担金を提示したところ，WTP

の平均値がその金額に近い値となったことを示し

ている52)。同様の現象は本邦研究にも認められ

る。明示された胃がん検診の自己負担金額1,000

円に対して，WTP の中央値は1,000円，平均値は

1,455円となった36)。最近の研究では，こうした

バイアスを避けるためにシナリオに金額の情報を

提示しないことが一般化している。

一方，質問形式そのものが回答の手がかりとな

る情報（implied value cues）を与えることがある。
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Whynes らは，支払カード法における範囲バイア

ス（range bias）の存在を実証した。すなわち，

WTP は提示された選択肢の最低額と最高額の間

に限定されてしまうほか，隣り合う提示額の間隔

の大小が回答に影響を与える53)。一方，Fautrel

らの研究では，範囲バイアスは認められなかっ

た54)。競りゲーム法には，初期値バイアス

（starting point bias）の危険があることが，複数

の海外研究で示されている。すなわち，初期値が

高い場合に WTP の測定値も高くなる55～57)。

2. 回答者が故意に偽りの回答を提示すること

によるバイアス

代表例として，戦略バイアス（strategic bias）

が知られる58)。回答者が自分に有利な結果を導こ

うとして，自分の回答をわざと過大または過小に

申告するときに生じるバイアスである。評価対象

であるサービスに対して回答者が実際に利用する

蓋然性が高いとき，戦略的により低い WTP を提

示する。

自由回答法・支払カード法・競りゲーム法で

は，戦略バイアスの可能性が否定できない。

しかし二肢選択法では，環境経済学におけるこ

れまでの実証研究において，戦略バイアスは認め

られないか，存在するとしても深刻ではないこと

が示されている13)。医療経済学でも，海外におけ

るいくつかの実証研究で戦略バイアスの存在が否

定されている56,59)。

3 . シナリオの伝達ミスによるバイアス

（scenario misspeciˆcations)20)

非現実的なシナリオ，評価対象の範囲が曖昧な

シナリオ，不適切な支払手段などによって，調査

者の意図が回答者に上手く伝わらないことによる

バイアスである。調査者がシナリオの内容を工夫

することによって事前に回避可能なバイアスで

ある。

この種のバイアスを明らかに認めるケースは，

既出のレビュー論文17～24)とそれらの引用文献を

検索した限りにおいて，英文 peer-reviewed jour-

nal に掲載された例は存在しなかった。しかし本

邦研究の中で，「がん検診」をテーマとした研究

において，どの臓器のがん検診なのか明示されて

いない例がある37)。被験者はシナリオで提示され

た「がん検診」を，あらゆるがん検診を含む包括

的な概念と認識したのか，あるいは特定のがん検

診をイメージしたのか，定かでない。評価対象の

範囲が曖昧であり，シナリオ伝達ミスによるバイ

アスの可能性が否定できない。

4. その他

二肢選択法において，Yes/No 形式の質問に被

験者はしばしば Yes と回答してしまう傾向があ

り，これを受容バイアス（yes-saying bias）とい

う60,61)。受容バイアスを排除するために，次のよ

うな手法が提案されている。すなわち，回答の選

択肢を 1) Yes, deˆnitely, 2) Yes, probably, 3) I am

not sure, 4) No, probably, 5) No, deˆnitely，の 5

段階に設定し，1) Yes, deˆnitely．を選んだ回答

者のみ，真に支払意思を有する回答者とする47)。

本邦研究の中には，上記 1. から 4. の各バイア

スの存在・不存在を実証した研究は無かった。こ

れらバイアスの存在の可能性について言及してい

る論文も，14編中 4 篇にとどまっている25,34～36)。

Ⅶ 妥当性と信頼性

一般に妥当性（validity）とは，研究で用いた

測度が測定対象をどの程度正確に測定しているか

を指す。構成概念妥当性（construct validity），基

準妥当性（criterion validity）などがある。構成

概念妥当性は，さらに理論的妥当性（theoretical

validity）と収束的妥当性（convergent validity）

に分けられる。

理論的妥当性を検証するには，理論的な構成概

念と実際のデータの一致を確認すればよい20,21)。

多くの海外研究において，他の条件が一定ならば

（ceteris paribus），高所得者ほど WTP は高いこと

が示されている21)。また，健康結果がより大きい

ほど WTP は高く62～64)，疾病・症状がより重症

であるほど WTP は高いことも明らかにされてい

る65～67)。

CVM に基づく WTP 測定と，その他の既存の

測度との相関から，収束的妥当性を検証できる。

評点尺度法（rating scale），基準的賭け法（stan-

dard gamble），時間得失法（time trade oŠ）とい

った効用値に関する測度と，WTP の測定値との

間の相関を示した海外研究は多い68～70)。

CVM における基準妥当性とは，仮想的なシナ

リオの下で表明された WTP (stated WTP）が，

そのシナリオが現実化した場合の実際の WTP

(actual WTP）を，どの程度正確に反映している
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かを意味する。Stated WTP が actual WTP を上

回ることを仮想バイアス（hypothetical bias）と

いう71～73)。

信頼性（reliability）とは，測定における安定

性・一貫性の程度，すなわち繰り返しの測定によ

って同様の結果が得られるかどうかを指す。

NOAA ガイドラインは，信頼性テストの実施を

推奨している。CVM に対する懐疑的な意見の多

くは，信頼性に対する疑念に基づいている。しか

しながら，多くの海外研究が，保健医療サービス

に対する CVM の信頼性を支持している68,74,75)。

Onwujekwe らは，マラリア予防器具に対する

WTP について，異なる評価者間で WTP 結果の

相関係数は0.72–0.86となり，評価者間信頼性

（inter-rater reliability）が高いことを実証した74)。

Hamelsky らによれば，一定期間をあけて偏頭痛

治療の WTP を 2 回繰り返し測定したところ，両

結果の相関係数は0.71–0.77となり，CVM の再検

査信頼性（test-retest reliability）が高いことが実

証された75)。本邦研究では，心疾患治療25)，在宅

健康管理システム27)，機能訓練教室35)，非イオン

性造影剤38)において，所得と WTP の関連につい

ての理論的妥当性が証明されている。しかし，健

康結果と WTP，および重症度と WTP の関連に

ついての理論的妥当性を実証した本邦研究は無か

った。収束的妥当性については，心臓移植に対す

る WTP と時間得失法による効用値の変化の間に

有意な相関を認めた研究例がある39)。しかし，基

準妥当性を検証した本邦研究は無かった。また，

信頼性のテストを実施した本邦研究も無かった。

Ⅷ 事後評価と事前評価

医療サービスに対する CVM には 2 つの視点

が存在しうる。ひとつは，将来の疾病罹患などに

備えて保険に加入する，言いかえれば，サービス

利用が不確実な状況下で，保険料を支払手段とし

て WTP を評価する視点。もうひとつは，実際に

疾病に罹患しサービスを利用するという状況下

で，自己負担金を支払手段として WTP を評価す

る視点である。前者は事前的保険基盤評価（ex

ante insurance based valuation），後者は事後的利

用者基盤評価（ex post user based valuation）と称

される22,76)。

Neumann and Johannesson は，体外受精（IVF,

in vitro fertilization）に対する WTP を，事後評価

と事前評価の両方で測定した63)。事後評価とし

て，対象者がすでに不妊症と診断された場合を仮

想し，1 回の IVF に対する WTP（自己負担額）

が質問された。事前評価においては，対象者が将

来不妊症と診断される確率を提示し，もし不妊症

と診断された場合には IVF を無料で実施できる

保険に加入すると仮定して，支払う意思のある生

涯の保険料が質問された。統計的ベビー 1 人当た

りの WTP は，事後評価では $177,300，事前評価

では $1,730,000となった。事前評価の場合，保健

医療サービス利用の価値付けの中に，健常者によ

るリスク回避の便益も含まれるため，事後評価よ

りも WTP の測定値は当然に大きくなると考えら

れる。

海外研究でも事前評価の例は少なく22,77)，多く

は事後評価のみである。利用者の立場のほうが仮

想的シナリオに対する理解を得やすいからと考え

られる。本邦研究はすべて事後評価であり，事前

評価を行った例は無かった。

Ⅸ 利他的支払意思

サービスの利用によって得られる価値を利用価

値（use value），利用以外によって得られる価値

を非利用価値（non-use value）という23)。前者に

は，将来的な利用に対する価値を意味するオプシ

ョン価値（option value)48)も含まれる。

非利用価値の例として，自分以外の他者のサー

ビス利用を自分自身の便益として価値付ける場合

を利他的支払意思（altruistic WTP）という。い

くつかの海外研究が，利他的支払意思の存在を実

証している78,79)。Liu らによれば，母親は子供の

健康に対する WTP を，自分自身の健康に対する

WTP よりも高く価値付けした79)。

なお，本邦研究において利他的支払意思を検証

した例は無かった。

Ⅹ 非健康価値

CEA/CUA の視点に立てば，医療サービスの

アウトカムとして評価に値するのは，生存年延長

や QOL 改善などの健康価値（health value）だけ

である。Donaldson and Shackley は，こうした視

点を「偏狭な結果主義」(narrow consequentalism）

と批判している80)。健康価値以外にも，サービス
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のアウトカムとして評すべき価値は存在し，非健

康価値（non-health value）と称される。非健康

価値には，過程効用（process utility）あるいは安

心の価値（reassurance value）が含まれる。腹腔

鏡手術は開腹手術と比べて，長期の予後は不変で

ある。腹腔鏡手術がもたらす疼痛の軽減や小さな

手術痕は，過程効用に含まれる80)。ただし，健康

価値と過程効用を厳密に区分することは困難であ

る。いくつかの海外研究で，安心の価値が CVM

によって定量化されている。Lee らは自己血輸血

と同種血輸血を比較し，ウイルス感染などの危険

が無い自己血輸血による安心の価値を WTP によ

って計測した81,82)。また，正常妊娠時の妊婦超音

波検査が妊婦にもたらす安心の価値83)，マンモグ

ラフィー検査後の迅速な結果説明が受診者にもた

らす安心の価値84)，などが CVM によって定量化

されている。

しかしながら，本邦研究において非健康価値を

定量化した例は無かった。

5 考 察

海外の CVM 研究は増加傾向にある。本邦に

おいては，2006年 4 月現在で英文原著が 5 編であ

り，限られた研究者が試行的に適用しているとい

う段階と言えよう。

保健医療サービスの CVM 研究の発展過程に

おいて，本稿で紹介したような多くの論点が提示

され検証が重ねられてきた。保健医療サービスの

CVM 研究について，今なお懐疑的な意見もあ

る85)。CVM に対する批判の多くは，バイアスの

問題に関連している。サンプリング，調査方法，

仮想的シナリオ，質問形式の各段階で，可能な限

り最適な対処をおこなうことにより，バイアスの

発生を最小化できると考えられている。しかし，

それは一般に容易ではない。

サンプリング・調査方法について，環境経済評

価における NOAA ガイドラインは，母集団から

の無作為抽出および面接法を推奨している43)。た

だしこのような調査方法は，調査費用が課題とな

る。前述のバルディーズ号事故における CVM

調査では，全米から無作為抽出された1,599世帯

に訪問面接調査を行ったが，調査費用は約300万

ドルを要した16)。保健医療における CVM 研究に

おいて，これと同等の規模で実施された前例は，

筆者が知る限り海外にも本邦にも存在しない。

また，ある種のバイアスは不可避的である。支

払カード法・競りゲーム法を選択する限り，回答

の手がかりとなる情報（implied value cues）によ

るバイアスを完全に回避することは困難である。

二肢選択法は最もバイアスが少ないが，他の質問

形式と比べて多くのサンプル数を必要とするた

め，いつも実施可能とは限らない。

結論として，今後の研究では面接法・二肢選択

法のペアが最も推奨されるが，他のアンケート調

査法（郵送法，集合法，インターネット法など）

や質問形式（支払カード法，競りゲーム法）もそ

れらの限界を十分に考慮した上でならば利用可能

であろう。

CVM 研究においては，評価対象となる保健医

療サービスについて，被験者にその内容を十分に

説明し理解してもらう必要がある。しかしいくつ

かの本邦研究ではシナリオの情報不足が認められ

た。こうした点は，今後の研究において改善され

るべき課題と言えよう。

なお，すべての保健医療サービスが，有効性に

関するエビデンスを十分に確立しているわけでは

ない。そのような場合，有効性に関する仮説の

データを用いて WTP を推計することも可能であ

る。マンモグラフィー検診を例にとれば，死亡率

減少効果に関するエビデンスは欧米では既に確立

しているが，日本人女性に有効かどうかのエビデ

ンスはまだ確立していない86)。そこで，たとえば

「死亡率が20％低下すると仮定する」といったよ

うに，非現実的ではない仮説データを仮想的シナ

リオに挿入して，被験者にマンモグラフィー検診

に対する WTP を質問することも可能である。な

お，こうした情報のすべてを短い言葉で網羅的か

つ分かり易く記述することは，容易でないといえ

る。とくに自記式質問票では，説明文が長すぎる

と読み飛ばされてしまう危険性がある。被験者の

負担を軽減するために簡潔明瞭な記述を旨とすべ

きである。しかしながら，必要な情報まで削るこ

とは避けなければならない。

CVM 研究の質を裏づけるためにも，研究結果

の妥当性や信頼性を検証することは重要である。

しかしながら本邦研究では，妥当性は一部検証さ

れているものの，信頼性のテストは実施されてい

ない。この点も，今後の本邦研究に残された課題
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と言えよう。

CVM はあらゆる保健医療サービスに適用可能

である。生存年延長や QOL 改善など，保健医療

サービスがもたらす健康結果を貨幣価値に換算で

きる。そればかりでなく CVM は，他の経済評

価法では定量化が困難な非健康結果の価値も，計

量可能である。

日常の保健医療の現場を見渡しても，CVM が

適用可能なケースは決して少なくない。筆者らが

考える具体的なアイデアを挙げてみよう。たとえ

ば，健常者ががん検診で陰性となった場合，何の

健康結果も得ることはできないが，安心という価

値を得る可能性がある。セカンド・オピニオン

は，それ自体が健康結果をもたらすものではない

が，患者に情報という価値を提供しうる。看護ケ

アや介護ケアは，その多くが身体的な健康結果に

つながりうるが，必ずしもそればかりでなく，利

用者に精神的な満足という便益を与えている可能

性が大きい。これらのような無形便益（intangi-

ble beneˆt）を定量化するには，CVM は格好の

手段と言えよう。

本邦における保健医療サービスに対する CVM

研究は，まだその端緒が開かれたばかりであり，

今後の研究の発展が待たれる。そのためには，

CVM を含めたさまざまな経済評価手法が，多く

の保健医療従事者に詳細に紹介され，彼らによっ

て十分に活用されなければならない。そうなれば

初めて，保健医療現場における現実のニーズに応

えうる有益な医療経済研究の活性化が実現される

可能性があると，筆者らは考える。

（
受付 2006. 4.11
採用 2006. 9.25)
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CONTINGENT VALUATION FOR HEALTH CARE SERVICES
REVIEW OF DOMESTIC STUDIES AND OUTLINE OF FOREIGN INVESTIGATIONS

Hideo YASUNAGA*, Hiroo IDE*, Tomoaki IMAMURA*, and Kazuhiko OHE*

Key words：contingent valuation method, willingness to pay

Contingent valuation method (CVM) can be applied to measure beneˆts of healthcare services.
It is a technique for estimating subjects' willingness to pay (WTP) for a service under the scenario describ-
ing a virtual market with a questionnaire. In the present research, we outlined foreign studies and reviewed
domestic studies on healthcare contingent valuation. A total of 14 papers from domestic literature (ˆve En-
glish and nine Japanese articles) identiˆed with mechanical search engines were veriˆed for the following
eight items: the method of the questionnaire; the information included in the virtual scenario; the question
form for the willingness to pay; bias problems speciˆc to CVM; validity/reliability, ex post/ex ante valuation,
altruistic WTP, and non-health value. The following conclusions were drawn from the domestic studies:
(1) several studies were short of su‹cient information regarding the virtual scenario; (2) no research
proved the existence of bias and the ways of coping with it; (3) tests for reliability were not carried out,
although some kind of validity was veriˆed; (4) all involved ex post user based evaluation; (5) neither
altruistic WTP nor non-health value was examined.

Taken the advantages of CVM into consideration, it should become a useful tool, complementing
other economic evaluation techniques. Since its application has just begun in Japan, more emphasis needs
to be given to practical issues so that healthcare workers will utilize CVM in a way that domestic studies in
health economics will be activated.
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